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設立趣旨と組織概要



スマートワークライフ♯Nikko 設⽴趣意書（抜粋）
新型コロナウイルス感染症の拡大を背景に、働き方に対する意識と行動の

変容が見られ、「リモートワーク」という新しい働き方が定着しつつある。

日光市では、この機会を捉え、地域が一体となって新しい働き方を求める

企業やリモートワーカーの誘致・誘客に取り組むことで、民間事業者の企業

価値を高め、日光における新たなビジネス創出の機運醸成を図ることとした。

新たなひととしごとの流れを生み出すためには、日光の豊富な地域資源の

活用や行政と民間事業者、又は民間事業者同士の連携が欠かせないことから、

『Ａ３※からはじまる新しい日光体験

～準備不要・手ぶらで楽しめる日常と非日常をＡ３から～』

をコンセプトに掲げ、日光における新しい働き方の定着に向けた官民共創の

場として、『スマートワークライフ＃Ｎｉｋｋｏ』を設立するものである。

※Ａ３（エーキューブ）： ” Anytime, Anywhere, Anyone can make fun in Nikko ”

＝いつでも、どこでも、誰でも、日光を楽しめる、の意



３．事業

（１） 食事、宿泊、遊び、働く場などの地域資源の魅力ある価値の創出

（２） 同一目的を持つ民間企業や団体との協力連携

（３） 企業の多様な働き方に対応したリモートワーク環境の向上

（４） 第１号の地域資源や各事業に関する情報の集約や一元的な発信

１．目的

１．歴史・文化・自然などの特色を活かしながら市内で活動する事業者間の連携を

促進し、新たな魅力を創出

２．民間企業等と地域との交流の場を提供し、新たな価値の共創を促進することで、

企業の多様な働き方に柔軟に対応

３．二地域居住などの関係人口の創出や移住・定住、地域経済の活性化を図る

２．会員資格

日光市内で活動する企業、機関、団体又は個人



栃木県日光市 東日本電信電話株式会社栃木支店

一般社団法人日光市観光協会 日光商工会議所

一般社団法人日光青年会議所 mekke日光郷土ｾﾝﾀｰ（八千代ｴﾝｼﾞﾆﾔﾘﾝｸﾞ株式会社）

東武鉄道株式会社 株式会社足利銀行今市支店

鹿沼相互信用金庫今市支店 日光市政策ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ 牧瀬 稔（関東学院大学）

５．役員

発起人

会長１名、 副会長１名、 理事１０名以内、 監事２名

（１） 地域資源【食・泊・遊・働】

（２） 交通・ＭａａＳ

（３） 企業発掘・金融支援

（４） ワークプレイス

（５） プロモーション

４．プラットフォーム



コンセプトと具体的取組



スマートワークライフ＃Ｎｉｋｋｏのコンセプト ～Ａ3 からはじまる新しい日光体験 〜
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機材レンタルマッチング



地元企業の様々な取組と多様化する利⽤者ニーズを「新しい働き⽅」という視点で結びつけ

サービス提供者 利⽤者(ワーカー/企業)

Ａ3を通じて企業価値の向上と日光における新たなビジネス創出の機会を提供

企業価値の向上・新たなビジネス創出

日光を体感・体験できる新しい働き⽅の実現

仕事＋趣味の両⽴
観光資源を活⽤した

どこでもオフィス

誘致・誘客の促進
地域の強みを活かした
横断的な事業取組 副業兼業/地域貢献

余暇を楽しむ

⾦融機関 飲食・物産店 宿泊事業者
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スマートワークライフ＃Ｎｉｋｋｏが提供する価値
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〇企業利益

新規客層の開拓、 官民共創ＣＳＶ活動、 市内外企業とのネットワーク形成 など

〇コストメリット

本会を通じた事業の発注、 商品開発の実証実験、 公的資金の活用 など

〇本会活動で得たデータの共有（個人情報等は除く）

日光市のリモートワーク・ワーケーション誘客のメインターゲット

取組参加の利点

首都圏近郊（都市部）の顧客営業職・企画職・ＩＴ技術職系に属する、

① 自由度の高い働き方が可能なワーカー

② 企業の組織的利用

（１） ワーク環境整備

（２） リモートワーカー向け情報発信力の強化

（３） 地域内外の企業・ワーカー・住民が交流できる体制の構築

（４） 受入・実施に要する費用等に対する支援

令和４～６年の３年間で日光市が取り組む事業


